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N E C ネ ッ ト ワ ー ク ス

都市間を結ぶＮＥＣのＤＷＤＭ
　　　　　　～陸海統合ソリューション～

　いよいよ２１世紀がスタートし、ブロードバンド

（高速大容量）・インターネットが私たちの生活を

支える社会が到来しようとしています。この社会

では、私たちはいつでもどこでもインターネット

を通じて、パソコンや携帯電話機などの情報端末

から、瞬時に情報や映像のやり取りが出来るよう

になります。例えば、ＩＳＤＮを使った通信回線で２

時間ものの映画を取り出すのには１２５時間かかり

ますが、光ファイバーを使ったブロードバンドの

通信回線では１５分程度で取り出すことができ、通

信速度は飛躍的に向上します。そして、このよう

な加入者回線（各加入者と通信事業者の最寄りの局

を結ぶ回線）のブロードバンド化により、基幹通信

網のブロードバンド化への需要が高まることにな

ります。それは、映像は音声と比較するとデータ

量が100倍以上であるため、世界中の人々がこの

ような情報のやり取りを行うようになると、都市

と都市、あるいは国と国を結ぶ基幹通信網で

は、膨大な量の情報が行き来することになり、今

まで充分であった通信網でも容量が足りなくなっ

てしまうからです。

　通信事業者はこのようなブロードバンド・インタ

ーネットの実現に向けて、陸

上と海底を通じ、国境を越え

て都市間を結ぶ、世界規模で

のブロードバンドの通信網を

敷設しようとしています。通信

事業者が安定的にかつ安い料

金で通信サービスを提供する

ために、これらの通信システ

ムは、信頼性が高く投資効率

がよいことが求められています。

　この要求に応えることが出

来るのがＤＷＤＭ（光波長多

重通信）システムです。これは、

都市間を結ぶ陸上と海底のDWDMシステム
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■損益計算書 （単位　百万円）

科　　　　　　目

5,409,736

3,981,113

1,243,440

185,183

181,386

20,786

160,600

274,246

63,873

210,373

92,323

56,308

1,296

21,884

56,603

平成１１年度
（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

4,991,447

3,664,513

1,216,520

110,414

218,444

14,255

204,189

298,675

70,211

228,464

30,183

32,484

△1,419

11,298

10,416

平成１２年度
（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

売 上 高

売 上 原 価

販売費および一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息および配当金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

税 引 前 利 益  

法 人 税 等   

少 数 株 主 損 益 （ 控 除 ）

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

当 期 純 利 益  

販売費および一般管理費

販売費および一般管理費の対売上高比率は、

平成１１年度に比べ１．４ポイント改善し、２３．０％

となりました。これは、費用構造改革の一環

として、研究開発費の重点化や経費削減に努

めたこと、および平成１１年度に不採算子会社

のリストラを実施した効果によるものです。

雑収益

ＮＥＣソフト（株）の上場などに

伴う株式売却益や、ＮＥＣアメ

リカ社の米国オレゴン工場お

よびＮＥＣブラジル社工場の製

造受託専門会社への売却益を

計上しました。

雑損失

日本電気ホームエレクトロニクス

（株）の清算や、子会社の統廃合・

資産処分などの事業構造改革費

用の計上、および有価証券の減

損処理を行ったことなどによる

ものです。

損益計算書のポイント（平成１２年度）
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（注）ギガは10億、テラは1兆。毎秒1.6テラビットは、電話回線に換算

　　　すると約2，000万回線に相当する通信容量です。

既に敷設してある光ファイバーケーブルや、新設

する光ファイバーケーブルの両端に設置し、光信

号を波長を変えて多重化する（束ねる）ことで通信

速度を従来の数十倍、百数十倍に拡大することが

できるシステムで、経済性に非常に優れたブロー

ドバンドの通信網を構築することが可能です。

そして、ＮＥＣの強みは、陸上のＤＷＤＭシステム

と海底ケーブル用のＤＷＤＭシステムの両分野で

世界トップレベルの実績を持ち、大陸内の諸都市

を結ぶ陸上の通信網と、島 を々囲み大洋を横断

する海底の通信網という、ＤＷＤＭシステムの陸海

統合ソリューションを提供できることです。

　ＮＥＣは、陸上のＤＷＤＭシステム分野では、毎

秒１０ギガビットの信号を１６０本分多重化して毎

秒１．６テラビットにし、一本の光ファイバーケー

ブルに送信できる最先端のシステムを持っており、

欧米の競合他社との厳しい競争の中、先進市場の

北米で複数の有力な通信事業者に納入している実

績があります。一方、深海に敷設するＤＷＤＭシ

ステムは、一度敷設したあとは容易に取替えがで

きないことから、陸上のＤＷＤＭシステムとは異な

る高い技術と信頼性が必要です。また、このシス

テムの構築には、海底ケーブルの敷設やそれに要

する船の手配などを含めたシステム・インテグレ

ーションも重要です。ＮＥＣはこの海底ケーブル用

のＤＷＤＭシステムの分野でも、これらの要求に

応え、信頼性の高い長距離大容量のシステムを納

期どおりに構築できる技術力とシステム・インテ

グレーションのノウハウを有しており、世界中の

通信事業者から高く評価されています。

　現在、インターネットが目を見張る速度で普及

しており、各国においてブロードバンド通信網需

要が急速に拡大しています。特に海底ケーブル用

ＤＷＤＭシステム通信網は、ＮＥＣの地の利を生か

せるアジア・太平洋地域での高い成長が期待され

ます。ＮＥＣは、その技術力や実績を基にして、広

く光ネットワーキング・ソリューションを提供し

て行きます。

　連結決算

12

■貸借対照表 （単位　百万円）

2,465,775

386,835

1,053,133

828,081

197,726

2,357,849

49,855

683,782

1,128,813

495,399

4,823,624

2,153,531

373,967

877,161

747,609

154,794

2,455,433

53,018

831,810

1,115,251

455,354

4,608,964

科　　　目

資　　　　産　　　　の　　　　部

平成１１年度
（平成１２年３月３１日現在）

平成１２年度
（平成１３年３月３１日現在）

2,197,663

462,964

1,191,348

543,351

1,642,538

1,221,295

400,333

20,910

3,840,201

68,387

1,956,157

631,052

906,679

418,426

1,611,504

1,326,138

261,301

24,065

3,567,661

64,450

科　　　目

負　債　お　よ　び　資　本　の　部

負　　　　債　　　　の　　　　部

244,717

360,843

388,079

△78,603

915,036

4,823,624

231,137

348,151

349,560

48,005

976,853

4,608,964

資　　　　本　　　　の　　　　部

流 動 資 産

現金および現金同等物

受取手形および売掛金

た な 卸 資 産

その他の流動資産

固 定 資 産

長 期 売 掛 債 権

投 資 等

有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 資 産  

資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金  

その他の包括損益累計額

資 本 合 計

負債および資本合計

平成１２年度
（平成１３年３月３１日現在）

平成１１年度
（平成１２年３月３１日現在）

流 動 負 債

短 期 借 入 金  

支払手形および買掛金

その他の流動負債

固 定 負 債

社債および長期借入金

未払退職および年金費用

その他の固定負債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資産合計
国内株式の株価低迷や株式売却により投

資等が減少する一方で、売上増加に伴う受

取手形および売掛金やたな卸資産の増加

等により、平成１１年度末に比べ２，１４６億円

の増加となりました。しかしながら総資産回

転率は１．０３回から１．１５回へと１０％を超

える改善となりました。

有利子負債（長短借入金および社債）
フリー・キャッシュ・フローの創出

により、平成１１年度末に比べ有

利子負債を２，７２９億円削減しま

した。その結果、デット・エクイテ

ィ・レシオ（株主資本に対する有利

子負債の比率）は２．０倍から１．８倍

に改善しました。

資本合計
当期純利益の計上や転換社債の株

式転換による資本金・資本準備金

の増加がありましたが、一方で国

内株式市場の低迷によりその他の

包括損益累計額が大幅に減少し、

資本合計は平成１１年度末に比べ

６１８億円の減少となりました。

貸借対照表のポイント（平成１２年度）


